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令和７年度事業計画 

当公社は、昭和 45 年に設立以来、県及び市町村の建設・建築行政の補完・支

援を通じて、豊かな地域づくりを促進し、県民の福祉の向上と社会資本整備の推

進に寄与してまいりました。 

現在、公共事業を巡っては、気候変動にともなう自然災害の頻発化・激甚化か

ら、国民の生命・財産を守る防災・減災をはじめとする国土強靱化や担い手の確

保・デジタル化への取り組みが喫緊の課題となっています。 

県内では、南海トラフ地震対策の充実強化や四国８の字ネットワークの整備は

着実に進行していますが、各種インフラの老朽化対策をはじめ、安全で暮らしや

すい県土づくりに向けたインフラ整備は、まだまだ途上にあります。 

こうした状況の下、当公社においては特に、国の「防災・減災、国土強靱化の

ための５か年加速化対策」に対応したインフラ整備、上下水道施設の耐震化・老

朽化対策、高知県建設業活性化プランに基づく人材確保策及びインフラ分野のＤ

Ⅹ（デジタルトランスフォーメーション）への支援が期待されています。 

令和７年度も、公共事業に関する「働き方改革」や「生産性向上」を念頭に、

公益法人としての使命を十分に自覚したうえで、県、市町村及び関係機関と連携

して、次の事業を実施します。 

第１ 公益目的事業 

公１ 社会資本整備の品質を確保する事業 

（１）技術相談

ア 建設に関する技術相談

イ 建設技術に関する図書資料、ホームページによる技術情報の提供

（２）積算、技術審査、監督、検査

ア 県、市町村等の建設事業に係る積算、監督、検査

イ 品確法に基づく総合評価方式による技術審査

ウ 庁舎等建築工事の技術支援

エ 道路施設や上下水道のメンテナンス支援

（３）土木技術総合支援

（４）土木積算システムの運用管理

ア 土木積算システムに関する歩掛・単価改定等の管理

イ 市町村等への土木積算システムの提供

（５）インフラ分野のＤⅩの推進の支援（ICT活用支援）
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（６）技術職員受入れによる人材育成

ア 高知県土木部新規採用技術職員研修

イ 市町村新任土木技術職員研修

ウ 市町村長期建設技術実務研修

（７）防災対策の強化

ア 建設業の事業継続計画（BCP）策定の普及と支援

イ 南海トラフ地震対策の推進や災害復旧の支援

ウ 高知県防災エキスパート事務局

公２ 安全・安心な住環境を実現するための建築物の確認・検査 

及び住宅相談事業 

（１）建築基準法に基づく指定確認検査機関業務

（２）住宅相談事業

公３ 社会資本整備に関連する研修等事業 

（１）研修

ア 一般研修：対象

・土木技術職員初任者研修：市町村

・土木部技術職員研修（技師・主査・主幹）：県

・土木技術専門研修：県・市町村・民間

・建設工事技術者研修（WEB）：民間

イ 高知県職員CAD実務研修

・CAD（基本・応用）

・ドローン

・BIM/CIM

ウ 市町村CAD実務研修

・CAD（基礎・実務）

エ その他：対象

・維持管理エキスパート研修：民間

・新技術・新工法研修：県・市町村・民間

・第25回高知県建設技術研究発表会：県・市町村・民間

・高知県防災エキスパート研修：防災エキスパート・県・市町村

・インターンシップ受入：高知工科大

（２）高知県建設業活性化プランの支援

ア 人材確保策の支援

イ インフラ分野のＤⅩの推進の支援
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第２ 収益事業 

収１ 測量設計事業、図書事業 

（１）測量設計事業

ア 県、市町村等の建設事業に係る測量設計

イ 公共施設台帳整備等

（２）図書事業

適合証明の業務に関する図書の販売

収２ 指定確認検査機関事業以外の建築関連事業 

（１）住宅保証機構株式会社が実施する住宅瑕疵担保責任保険等の事務機関

業務

（２）登録住宅性能評価機関関連業務

ア 住宅性能評価

イ 長期優良住宅に係る長期使用構造等の確認

ウ 低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査

エ 建築物省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）に係る評価

（３）独立行政法人住宅金融支援機構との協定に基づく適合証明の業務

（４）登録建築物エネルギー消費性能判定機関関連業務

（５）こうち木の住まいづくり助成事業に係る県からの委託業務（交付申請

書の書類審査及び現地審査）


